別　添

平成30年度 官民連携モデル形成支援　応募様式
	地方公共団体の名称
	※複数の地方公共団体で応募される場合には、記入欄を追加してください。
※２．において②広域連携による官民連携事業を選択される場合には、関係する地方公共団体全てについて記入してください。

	人口
	※応募時点で把握されている最新のものを記入してください。

	連絡先
（担当者）
	（部　　署）
（担当者名）
（住　　所）
（電　　話）
（Ｅメール）

	０．支援要件の確認

	・国土交通省において進捗段階に応じてプロセス、スキーム、事業効果を公表することに同意します
	はい　　いいえ

	・国土交通省と連携・協力して主体的に調査・検討を進めます
	はい　　いいえ

	１．これまでのPPP/PFI事業の取組実績

	※これまで実施した又は検討中のPFI事業又はPPP事業（指定管理者制度、包括的民間委託、公的不動産活用等）について、事業開始（予定）年度と事業名を記入してください。

	２．調査・検討しようとしている事業

	該当するものに○を付けてください。複数選択可。

	
	①分野連携による官民連携事業
	

	
	②広域連携による官民連携事業
	

	
	③民間の収益事業と一体となって実施する公共施設等の整備・活用事業
	

	
	④その他他の地域で活用できる新たなスキームを構築する官民連携事業
（概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	１）具体的内容
※調査・検討されようとしている事業の内容をできる限り詳細に記入してください。別添としていただいても構いません。


	２）検討・実施体制
※本事業を検討・実施する体制（予定でも可）について記入してください。


	３）各種計画等における位置付け
※総合計画など貴団体の計画等に記載がある場合には、計画等の名称及び記載内容を記入してください。

	３．事業の背景・見通し

	１）地域課題と本事業の関係
※２．の事業を調査・検討しようとしている背景として、地域・自治体の課題を記入してください。また、２．の事業が地域・自治体の課題解決にどのように資するのかについても記入してください。

	２）これまでの経緯
※内部検討、関係者との調整も含め、これまでの検討状況を記入してください。

	３）事業化までの工程
※調査でどういった点を明らかにすれば事業化につながるか、どういった関係者との調整が必要かなど、想定されている工程（シナリオ）を具体的に記入してください。

	４．特に支援を求める内容 

	※本支援において、国土交通省に特に期待されている支援内容を記入してください。

	５．その他

	※その他特記すべき事項がある場合にはこちらに記入してください。


※必要に応じて、参考資料を添付してください。
※枠の大きさは、適宜変更してください。
PAGE  

